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「税金・雇用・震災何でも１１０番」開催

２日間（２／１５～１６）で相談は６０件

２月１５、１６日の２日間にわたり、いわて

労連、岩商連（民商県連）は「税金・雇用・震

災なんでも１１０番」に取組みました。これは

例年、税金の確定申告期を前に実施しているも

ので、今回は大震災における相談にも応じるこ

ととしました。この取組みをＩＢＣラジオ番組

で紹介した直後には電話がつながらないなど相

談が寄せられ、家屋等が流出した際の雑損控除

など被災地域からも相談が寄せられました。

２日間で６０件の相談があり、その３分の２が

税金に関わる相談で、この相談には、さいたま市

内で事務所を開いている沼田道孝税理士に震災復

興支援として協力を頂きました。

野田釜石市長が要請書に対し回答

１月２４日付で野田釜石市長から「東日本大震

災被災者の生活再建をめざす釜石・大槌の会」（前

川慧一代表）が提出した要請書（第３次分が１１

項目、第４次分が８項目）に対する回答が寄せら

れました。仮設住宅などの住環境改善、路線バス

の運行改善、在宅被災者の介護・健康相談、現状

電話相談に応ずる相談員

把握を求める要望を行いました。仮設住宅の住環

境改善では「暖房器具の配布でこれまで支援が届

かなかった在宅被災世帯にハガキで通知し石油フ

ァンヒーターを配布」、また、水道凍結問題では

「凍結防止については、チラシ配布、床下への吹

き込みを防ぐ工事を行う予定。それでも安心とは

言えないことから、水抜きの講習を各仮設団地で

行いたい」と回答しています。

前川代表（県民会議代表世話人）は、第１次か

ら第４次にわたり被災者の声を行政に届けてきた

が、今後は仮設住宅団地内におけるコミュニケー

ションが重要になっていると語っています。

学者・弁護士・医師らがアピール発表
～原発に依存しない社会、

再生可能なエネルギーへの転換を～

昨年１２月２２日県庁内の県政記者クラブで、

学者・弁護士・医師ら２２氏がよびかけ人となる

「原発に依存しない社会、再生可能なエネルギー

への転換を」のアピールについて記者会見を行い

ました。会見には、県民会議の代表世話人でもあ

る東幹夫氏（日本科学者会議岩手支部代表幹事）

らが行いました。（アピール全文はＨＰに掲載をし

ます）

原発依存大転換のとき「県民世論を広げる二大学

習講演会を成功させる会」実行委員会（２２団体

参加、事務局県消団連）による学習会が連続して

開催されました。１月２５日に内橋克人（経済評

論家）さんが「合意なき国策を糾す～エネルギー

・デモクラシーを求めて～」と題して講演。２月

１７日には安斎育郎（立命館大学名誉教授）さん

が「原発はなぜ危ないか～放射性物質は体や環境

の中で今後どうなっていくのか？～」と題して講

演をしました。２つの講演会は参加者で会場がい

っぱいとなりました。救援・復興県民会議はこの

取組みに賛同をして実行委員会に参加しました。
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